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News Letter 
 
                   

2018年1月 

第  9 3 号  

                     

たおやかで共振的な協働に向けて 
                   

 

                 経営行動研究学会理事 

佐々木 利廣（京都産業大学教授）  

 2010年6月の「新しい公共」宣言を境に，「協働」という用語が心地よい響きとともに盛んに叫ばれるよ

うになってきた。行政側には，これまで踏み込めなかった領域において市民との協働こそが課題解決の特効

薬になりうることを期待し，NPO側もまた行政との協働で対等な立場で役に立てるという期待を抱くこと

になる。さらに企業側もまたNPOの知識ノウハウを活用することが製品サービスの創造につながることを

期待するようになった。しかし実際の協働の現場では，お互いの覚悟と実行力が試されることになる。それ

ぞれのアクターが抱く期待と現実の間には大きなギャップがあることも少なくない。 

「目的がぴたりと一致しているわけではなく，思いの込め方にも違いがあるが，とりあえずできるところ

で一緒にやりましょうという感覚で行われるのが協働（鷲田清一）」であると考えると，協働が自動的に明

るい未来の創造につながるわけではなく，まさに協働力が試される時代になったと言える。キャッチフレー

ズとしての協働から実行力としての協働力へとシフトしていくためには，「なぜ協働がもてはやされるのか」

「仲良し友達が協働だろうか」「協働に対抗的関係も存在するだろうか」「協働は管理できるだろうか」[果

たして協働の主役は誰なのか」「協働の絆は常に強くなるべきなのか」「協働の成果をどのように測ればよい

のか」などの問いに真剣に向き合う必要がある。 

特に強調しておきたいことは，協働の絆が強くなることが理想であり，絆を強くするための働きかけこそ

が協働マネジメントであるという発想の陥穽である。協働の関係をいかに強固にするかを考えるだけでなく，

協働の関係の糸を緩めたり解いたりすることも重要である。こうした｢たおやかさ｣に加えて，協働相手の振

幅を外野としてとらえるのではなく，自分の振幅と同調させていくことから生れる｢共振性｣こそが新しい協

働の姿であろう。こうした問題意識をもとに関西の行政やNPOや大学に携わるメンバーとともに『地域協

働の組織論(仮題）』という著書をまとめている。来年初めには出版予定であり，一読いただければ幸いです。 

巻頭言の執筆依頼をいただいたことから，自己紹介を兼ねて最近考えていることの一端を述べさせていた

だいた。故あって今年度から関西部会長を務めることになった。関西在住の学会員の協力を得ながら与えら

れた職責を果たしたい。まずは年1回の関西部会を定例化できればと考えているが，第2回関西部会も村上

睦先生のご尽力で大阪学院大学(2018年3月3日)での開催が決定している。すでに報告者も決まり，後日

詳しい案内をお届けしたい。関西部会メンバーはもとより他地域からの参加も大歓迎です。心よりお待ちし

ております。 

経営行動研究学会会報 
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第27回全国大会および第16回日本・モンゴル国際シンポジウムを終えて 

 
                             Ẏ̝ὕ Ỗᴣ  ̯ʿ  ͬẑ 

 

 第 27 回経営行動研究学会全国大会が 9 月 5 日～7 日までの日程で，創価大学を会場に開催され

た。18の自由論題報告のほか，特別講演として，オリンパス株式会社の後野和弘氏をお招きし，「内

視鏡技術のイノベーション」のタイトルでご講演頂いた。後野氏は長年内視鏡の技術開発に貢献さ

れた功績により，2017年春に紫綬褒章を受章された研究者である。 

 統一論題は「世界のコーポレート・ガバナンス改革の新潮流」のテーマの下に，日本，アメリカ，

イギリス，ドイツ，韓国のコーポレート・ガバナンス改革の現状について 5 人の報告が行われた。

近年の各国におけるコーポレート・ガバナンス改革の変化には強い関心が寄せられ，報告後のシン

ポジウムでは熱心な議論が展開された。 

 また，9月 5日，6日の 2日間は，「環境・経済活動・経営をめぐる諸問題」の統一テーマで日本・

モンゴル国際シンポジウム（駐日モンゴル大使館協賛）が開催された。オープニングセレモニーで

はモンゴル代表団長でモンゴル経済ビジネス連合のドルジ会長，バッチジャルガルモンゴル国駐日

臨時大使，菊池敏夫経営行動研究学会会長，馬場善久創価大学学長の挨拶があった。この国際シン

ポジウムでは，日本側から 4名，モンゴル側から 6名が報告を行った。日本側の報告者として登壇

した住友商事ウランバートル営業所長藤原弘人氏からはモンゴルの政治・経済の現状やビジネスに

おける課題などについて報告して頂いた。 
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2017年度会員総会報告 
     

第 27 回全国大会（創価大学）において 2017 年 9 月 6 日㈬,17 時 10 分より，2017 年度会員総

会が開かれ，議長 菊池敏夫会長のもとで以下の議案が審議された。(1)2016 年度研究活動報告

に関する件，(2)2016 年度収支決算報告に関する件,(3)監査報告,(4) 国際シンポジウムに関す

る件，(5) 2017 年度研究活動計画(案)に関する件,(6) 2017 年度予算書(案)に関する件, (7)第

28回全国大会に関する件,(8)その他。議案(1)・（5）については亀川雅人研究委員長より報告が

あり承認された。議案(2)の 2016年度収支決算報告について，太田三郎総務委員長から報告があ

り,次いで齋藤 淳監事より監査報告がり承認された。議案（4）国際シンポジウムに関する件に

ついて，厚東偉介国際委員長より，来年度以降の国際交流活動について見直しを検討している旨

の報告があり,承認された。議案(6)の 2017 年度予算書(案)について太田総務委員長の説明があ

り,会員減少による減収に関する今後の検討課題等について説明があり,承認された。議案(7)第

28 回(2018 年度)全国大会開催校として日本大学経済学部に決定し,日程等について 2018 年 8 月

4日㈯，5日㈰を予定している旨の説明があり承認された。（8）その他 において，① 優秀論文

賞について,関岡保二年報編集委員長より報告があり,優秀論文賞第 1 号の受賞者として山中伸

彦氏(立教大学教授)の｢現代企業の組織デザインと経営者の役割｣が受賞したとの報告がり,受賞者へ

賞状を授与（山中先生が在外研究で英国に滞在中の為,受賞者の御礼の言葉を牧野勝都氏が代読）。

②九州部会について，部会長交代の申し出があり,新部会長として池内秀己氏（九州産業大学教

授）が推薦され承認され,池内先生より就任のご挨拶があった。③関西部会について,板倉宏昭氏

の関東への異動にともない新関西部会長として佐々木利廣氏(京都産業大学教授)が推薦され承

認された。④太田三郎総務委員長より,総務・組織合同委員会が 9 月 5 日に開催され,会員増強,

組織の強化等, 今後の学会運営方法などの報告があった。 

 

＜議案(1)＞2016年度 研究活動報告 （自 2016年 6 月 1 日～至 2017年 5 月 31 日） 

 

〔１〕 第 26回全国大会  ・ 日時 ： 2016年 8 月 20日（土）・21日（日）      

会場 ： 明治大学アカデミーコモンならびにグロ－バルフロント・グローバルホール 

          大会委員長  高橋 正泰 ・ 大会実行委員長 山下 洋史     

    統一論題： 「ブラック企業と経営者行動」    
 

〔２〕 第 15回日本・モンゴル国際シンポジウム（経営行動研究学会・モンゴル経済ビジネス連合共催） 

    期日： 2016年 8 月 8 日（月）～12日（金）      会場 ： モンゴル国Baganuur市役所会議室 

    テーマ：「開発,環境,経営をめぐる諸問題 」   ・ 日本側参加人数 15名        
 

〔３〕 研究部会         

〔3〕- 1（４回開催） 

第100回 2016年6月25日(土)於：日本大学経済学部７号館 ・ 第101回 2016年10月8日(土) 

於： 東洋大学 ・ 第102回 2016年12月10日(土)  於：日本大学経済学部 ７号館 ・ 第103回  
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2017年 4月22日(土)  於： 早稲田大学 11号館 

〔3〕- 2 中部部会（２回開催）        

第 39回  2016年 11月 19日(土） 於： 東海学園大学大学院栄サテライトキャンパス  

第 40回  2017年 5 月 27日(土） 於：中京大学名古屋キャンパス  

〔3〕- 3 九州部会（１回開催）    

第 20回  2017年３月25日（土）於：九州国際大学地域連携センター  

〔3〕- 4 関西部会（１回開催）   

第 1 回  2017年 2 月 25日（土） 於：大阪学院大学5 号館 
 

〔４〕 学会年報（『経営行動研究年報』）の発行    第 26号： 2017年 8 月 20日発行      
 

〔５〕 学会会報（News Letter)の発行（３回） 

第90号  2017年2月15日発行  ・ 第91号  2017年4月15日発行  

第92号  2017年5月31日発行 

        

〔６〕 総会，理事会 

(1) 総会  ： １回   2016年 8 月 20日（土）（明治大学グロ－バルフロント・グローバルホール） 

(2)理事会： 5 回開催           

第 1 回 2016年 6 月 25日(土) 於： 日本大学経済学部 ７号館    

第 2 回 2016年 8 月 20日(土)  於： 明治大学グローバルフロント・1 階 多目的室   

第 3 回 2016年 10月 8 日（土） 於： 東洋大学経営学部     

第 4 回 2016年 12月 10日（土） 於： 日本大学経済学部     

第 5 回 2017年 4 月 22日（土） 於： 早稲田大学 

 

〔7〕 各種委員会 （必要に応じて随時開催）   

会報委員会：メールで通知，連絡確認 

国際委員会：2016年 7 月 23日（土）於：日本大学経済学部7 号館 6 階 

年報委員会：メールで通知ならびに学会本部にて査読・優秀論文賞に関連する会合10回程度開催 

 

〔8〕 その他 ：匿名にて会員よりご寄附 2 件 （65 万円）      

 

＜議案(5)＞2017年度 研究活動計画 （自 2017年 6 月 1 日～至 2018年 5 月 31 日） 

〔１〕 第 27回経営行動研究学会全国大会および第１６回日本・モンゴル国際シンポジウム 

日時 ： 2017年 9 月 5 日（火）・6 日（水）・7 日（木）      

会場 ： 創価大学中央教育棟 ４階・５階 

     大会委員長  犬塚 正智  ・ 大会実行委員長 佐久間 信夫     

    統一論題： 「世界のコーポレート・ガバナンス改革の新潮流」    



2018.1              経 営 行 動 研 究 学 会 会 報              №93 

 

5 

〔２〕 第 16回日本・モンゴル国際シンポジウム（経営行動研究学会・モンゴル経済ビジネス連合共催） 

    期日： 2017 年 9 月 5 日（火）・6 日（水） 

  会場 ： 創価大学中央教育棟 ４階 

    統一テーマ：「環境・経済活動・経営をめぐる諸問題 」 

   モンゴル側参加者 17 名        

〔３〕 研究部会   

〔3〕- 1 研究部会 （４回開催を予定）    

第104回 2017年6月17日(土) 於：立教大学池袋キャンパス 

第105回 2017年10月14日（土） 於：日本大学経済学部7号館 

第106回 2017年12月16日(土)  於：和光大学J棟 Ｊ204教室  

第107回 2018年 4月を予定    於： 早稲田大学を予定 

〔3〕- 2 中部部会（２回開催を予定）        

第 41回  2017 年 12月 9 日(土） 於：中京大学 名古屋キャンパス センタービル8階 

第 42 回  2018 年 4 月または5 月を予定 ：会場未定  

〔3〕- 3 九州部会（１回開催を予定）    

第 21回  2018 年３月または4 月を予定  

〔3〕- 4 関西部会（１回開催を予定） 

第 2 回  2018 年 3 月 3 日（土） 於：大阪学院大学を予定 

〔４〕 学会年報（『経営行動研究年報』）の発行  ：第 27号： 2018年７月下旬発行予定      

 

〔５〕 学会会報（News Letter)の発行３回を予定 ： 

第 93号  2018 年 1 月 25日発行  ・第 94 号  2018 年 2 月 25日発行予定  

第 95号  2018 年 5 月 31日発行予定 
 

〔６〕 総会，理事会 

(1) 総会  ： １回  2017 年 9 月 6 日（土） 於： 創価大学中央教育棟 4 階 ＡＷ404室 

(2) 理事会： ６回開催を予定          

第 1 回 2017年 6 月 17日(土) 於： 立教大学池袋キャンパス  

第 2 回 2017 年 7 月 29 日(土) 於： 日本大学経済学部 7 号館   

第 3 回 2017 年 9 月 6 日（水） 於：創価大学中央教育棟西12階第 8 会議室 

第 4 回 2017 年 10月 14日（土）於：日本大学経済学部 7 号館  

第 5 回 2017 年 12月 16日（土）於：和光大学Ａ棟10階会議室    

第 6 回 2018 年 4 月を予定   於： 早稲田大学を予定 

 

〔７〕 各種委員会 （必要に応じて随時開催予定）   
 

〔８〕 その他      
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今後の大規模災害を見据えた BCPの指南書 
  
東日本大震災の復興を経営学の視点から検証した好著で，今後も予想される大規模災害への備えとして必

読の論考が多く所収されている。 

大震災の復興を被災者の生きざまから書かれたものは多く，そのなかには個々の経営者の復興物語も散見

される。しかし，経営という視点で横断的，網羅的に復興をとらえようとする試みは，本書が初めてであり，

復興学に新たな視座を与えるだろう。 

たとえば，これまでの阪神淡路大震災との比較では，三陸の沿岸部に被害が集中した今回の震災と，都市

部の被害が大きかった阪神淡路とは，位相が異なるという見方が多かった。ところが，漁業や水産加工業を

三陸の地場産業として経営という視点でみれば，ケミカルシューズを地場産業として抱えていた阪神淡路と

の共通点が見えてくる。 

「ケミカルシューズ産業は，震災によって斜陽化したわけではなく，震災前から抱えていた課題が被災に

よって露呈した」（第3章）という指摘は，そのまま三陸の水産業にもあてはまる。とすれば，地場産業を

もとに復旧させるだけではなく，新たな取り組みによって再び興すことが必要になる。本書に紹介されてい

る異業種連携による新商品開発の事例は，ともすれば大手メーカーの下請けとして弱い立場に置かれる地域

の生産者が独自ブランドを立ち上げて販路の拡大や付加価値の向上をはかるモデルとなるだろう。 

復興のビジネスモデルは，災害によるリスクを最小限に抑える経営戦略につながる。企業間の連携は，非

常時における生産・流通・販売面での相互保障に反映するからだ。本書では，経営学の「事業継続計画」（BCP）

という観点から，コンビニ，エレクトロニクス，観光などさまざまな業種の企業の取り組みが紹介されると

ともに，その構築の方法についても詳述されている。単独でのBCPの構築には限界がある地方の企業にと

って，良い指南書になるだろう。 

興味深かったのは，石巻の水産加工など４企業の経営者からの聞き取りをもとにトップマネジメントの重

要性を指摘した考察（第11章）だ。「経営者はいずれも震災直後に事業再開を決定し，この目標を実現する

うえで必要な情報を入手するための行動を積極的にとり，必要な資金の調達や雇用に関する問題に的確に対

応し，総合管理者としての自覚を持って行動した」という記述は，復興における「共助」とともに「自助」

の役割が大きいことを示している。 

震災から7年を迎える被災地では，せっかく復興したものの震災前からの課題，震災後の新たな問題に対

応できず，立ち行かなくなる企業が出てくるのという声を聞くことが多い。政府の産業復興の柱になったグ

ループ補助金は，被災企業のグループ化による経営の合理化や革新が本来の目的だった。しかし，実際には，

元に復すという意味での企業の復旧に使われる例が多く，そのつけが次第に回ってきているからだ。同じよ

うな懸念は，中心市街地の復興計画でも出てきている。 

本書に続編があるとすれば，まだ顕在化せず，本書では示唆にとどまっている復興の失敗の事例研究とい

うことになるだろう。 

（仙台大学教授，高成田 亨） 
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研  究  部  会  報  告 
₃ 105 2017ה 6 17 ( )   3  

ừ 1 ₈ ─ IP-Bundle ─ ╩ ⌐₉ :   

,  ◖ⱷfi♥כ♃כ   

 本報告の目的は，医薬品産業を分析対象として，企業のブランド戦略における特許と商標との複合的利用（IP-  

Bundle戦略）の可能性を模索することであった。マクロデータを使用した実証分析によって，製薬産業では，国

際的な商標申請と特許申請との間に正の関係があることを指摘している。一方，その関係は，申請先が先進国

（OECD諸国）である場合に限定される。後半は，日本企業を分析対象として，各企業が販売する一般医薬品を各々

1ブランドと仮定し，海外売上高と国際商標登録との相関関係を分析している。報告者は，分析の結果，海外売上

高の高い企業ほど，国際商標登録を行う傾向があり，海外進出戦略に優位な可能性があると指摘する一方，因果

関係の方向までは判別できないとしている。本報告に対しては，非医薬品産業との比較の必要性，医薬品産業で

は特許登録が圧倒的に重要である点，特許登録と商標登録との相乗効果に関する計測方法など，大変有益なご指

摘をいただいた。IP-Bundle戦略は，発展途上の研究領域であるため，医薬品産業以外の産業についても分析を行

うことを期待する。（日隈 信夫記） 

ừ 2 ─כ◌♇ꜝ♪₈ ─ ╠⅛ꜟכ◗◔ꜟ◐ ╖ ↄ₉ :   ⌐⌂

, ◖ⱷfi♥כ♃כ: ה    

ừ 3 ₈ ▪ꜝ▬▪fi☻─ ⌐≈™≡Ί IoT ─ ╩ ⌐Ί₉   

, ◖ⱷfi♥כ♃כ   
 

◇今後の部会開催予定  
 

◆第２回経営行動研究学会 関西部会開催のお知らせ 

下記の要領にて第2回関西部会を開催いたしますので，万障お繰り合わせのうえご出席下さいますようご案内

申し上げます。なお，大変お手数ですが，ご参加いただける方は2月14日までに，下記まで連絡ください。 

申込先：大阪学院大学経済学部 村上睦（E-mail：murakami@ogu.ac.jp） 

◆日 時：平成2018年３月３日(土)  15：00～17：00  

◆会 場：大阪学院大学 ５号館 B2－05教室 

       (〒564－8511大阪府吹田市岸部南2－36－1） 

     （JR東海道本線「岸辺」駅から徒歩５分,阪急京都線「正雀」駅から徒歩５分 

◆参加費：５００円 

総合司会： 村上 睦（大阪学院大学経済学部教授） 

① 15：00～16：00（報告 40 分，質疑応答 20分） 

第１報告「企業価値の向上を目指す日本企業の情報開示のあり方とESG活動」 

報 告 者：青木 崇（兵庫県立大学特任助教） 

    司会・コメンテーター：井上 善博（神戸学院大学経済学部教授） 

➁16：00～17：00（報告 40分，質疑応答 20分） 

第２報告：「日本のイノベーション・エコシステム」 

報 告 者：安田 聡子（関西学院大学商学部教授） 

    司会・コメンテーター：下畑 浩二（四国大学経営情報学部講師） 

◆ なお，部会終了後，懇親会を予定いたしておりますので，是非ご参加ください。準備の都合もありますので，

懇親会ご参加の方は2月14日迄に下記までご連絡ください。 

連絡・申込先：大阪学院大学経済学部 村上睦（E-mail：murakami@ogu.ac.jp ） 

会場はファカルティセンター・レセプションルームA 参加費：3,500円 

 



2018.1              経 営 行 動 研 究 学 会 会 報              №93 

 

9 

◆第 107回研究部会は，2018年 4月に早稲田大学にて開催予定 
 

ợ ה ợ 
 

・ ₐ Ί ╩ ⅛∆ ─ ⱪ꜡☿☻Ίₑ 中央経済社，2017 年 7

月 20日発行，241頁，定価：本体 3,000円＋税 

ה  ה ה ₐM Pⱨ◊꜠♇♩  文e眞堂，2017年 7月 28日

発行，322頁，定価：本体 4,500円＋税 

ה ה ה 2. ₐ   

─ ╩ ⌐ ⇔ ∟ ╢√╘─ ╩ ≡╢₉金融ブックス,2017 年 9 月 1 日発行，319 頁，

定価：本体 2,300 円＋税 

ₐ ה ─ │Ɽכ♫♩כ⌐⌂╣╢⅛Ί 19 ─ Ί ,e▪☺▪כꜚהꜝ◦

▪ ，2017年 9月 3日発行，181頁，定価：本体 2,200円＋税 

ₐ  ה ─ ≤ ─ Ί ≤ Ίₑ文眞堂,2017年 9月 20日発行, 203

頁，定価：本体 2,700円＋税 

ה ה ה ה  ה 2 ה 3  1 ה 6

 5   4  ₐ ⌐ ↄ ─▪☺▪ ₑ

文眞堂，2017年 9月 30日発行，196頁，定価：本体 3,400＋税 

ₐ₈ ה ₉⅛╠₈ ₉┼Ί ⱷכ◌כ─ ₑ文眞堂，2017年 10月 31日発

行，371頁，定価：本体 2,800円＋税 

・ 1 ה , 6 ה , 9 ה , 11 ה , 12 ◦ⱦה

ꜙ꞉ꜝ☼◌fi♦ꜟ ₐ◖כⱳ꜠ה♩כ●Ᵽ♫fi☻ ─ Ί ─┼כ♄ꜟⱱ◒כ♥☻╢∆ Ίₑ ミ

ネルヴァ書房，2017年11月4日発行，258頁，本体3,000円＋税 

ה ה ה  ה ₐ ≢╖╢ ─ Ί♄▬♫Ⱶ♇◒ה◔▬Ɽⱦꜞ♥

▫≢ ∆╢ ─ Ί ,e同文舘出版，2017年 11月 20日発行，228頁，定価：本体 2,300円＋税 
  
 

 理事会報告  
 

●2017年 6 月 17 日(土) 於 立教大学 太刀川記念館3階,13時より 

議題(1) 2016年度活動報告および2017年度活動計画に関する件, (2)第 27 回全国大会のプログラムに

関する件,(3)第 16 回日本・モンゴル国際シンポジウムに関する件, (4)役員の補充に関する件,(5)入退会者の

承認に関する件,(6)その他  

 議題(1) 2016年度活動報告および2017年度活動計画に関する件について，亀川雅人研究委員会委員長

より報告があり承認された。(2) 第 27回全国大会のプログラムに関する件について,犬塚正智大会委員長より,

配布資料にもとづき，説明があり承認された。(3) 16 回日本・モンゴル国際シンポジウムに関する件について，

厚東国際委員長より，滞在スケジュール，両国の報告者，参加者等の説明があり承認された。(4)役員の補充

に関する件について，新理事として佐々木利廣氏（京都産業大学教授）,新幹事として牧野勝都氏（経営行動

研究所客員研究員）が推薦され,承認された。(5)入退会者の承認に関する件について,3 名(別記)の入会が承

認された。(6)その他について，①関西部会の部会長交代について,板倉宏昭氏の異動にともない新関西部

会長として佐々木利廣氏の推薦があり承認された。②年報の発行に伴う印刷費用の見直しを検討している旨

の報告がり,承認された。 

●2017年7月29日(土) 日本大学経済学部  7号館 6階 7061教室 13時30分より 

議題(1)2016年度収支決算に関する件，(2)監査報告，(3)2017年度予算(案)に関する件，(4)第27回全国大会および第16

回日本・モンゴル国際シンポジウムに関する件, (5)第28回全国大会に関する件(5)入会者の承認に関する件，(6)その他 

(1)2016年度収支決算報告に関する件について,太田三郎総務委員長より報告があり,承認された。(2）岩崎 功監事よ
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り監査報告があり承認された。（3）2017年度予算書(案)に関する件について,太田総務委員長より報告があり承

認された。(4) 第27回全国大会および第16回日本・モンゴル国際シンポジウムに関する件について, 佐久間信夫大会

実行委員長より,説明があり承認された。(5)第 28 回全国大会に関する件について, 日本大学経済学部が開催校として決

定し,8 月の上旬の日程で予定している旨の報告があり,承認された。(6)入会者の承認に関する件について，2 名(別記)

の入会が承認された。（6）その他について,①会員減少問題に対し検討が必要ではないかとの意見がり，総務

委員会，組織委員会にて意見交換し検討をはじめる旨の報告があった。 

●2017 年 9 月 6(水)  創価大学 中央教育棟西 12 階 第 8 会議室 13 時より 

(1)第28回全国大会に関する件，(2)国際シンポジウムに関する件，(3)入会者の承認に関する件，(4)その他 

(1) 第28回全国大会に関する件について，2018年 8月 4日（土），5日（日）に日本大学経済学部3号館で開催

が決定との報告がり承認された。(2)国際シンポジウムに関する件について，来年度以降のシンポジウム開催に

ついて,現状維持では事務局等の負担が多い為，見直しを検討中である旨の報告がり承認された。(3)入会者

3 名（別記）の入会が承認された。（4）その他につて, 櫻井克彦中部部会長より,第 41回中部部会開催日程に

ついて2017年 12 月 2 日(土）中京大学で開催されるとの報告があり承認された。 

●2017年10月14(水)日本大学経済学部 7号館7072教室 

(1)第 28回全国大会に関する件，(2)入退会者の承認に関する件，(3)その他 

(1)第28回全国大会に関する件について，大会実行委員長として池本修一氏（日本大学経済学部教授）に決定した旨

の報告があり承認された。（2）入退会者の承認に関する件について3名（別記）の入会が承認された。（3）その他につい

て，①第106回研究部会開催について，12月16日(土)に和光大学で開催が決定との報告があり承認された。 

●2017年12月16日(土)  於 和光大学 Ａ棟 10階会議室 13時より 

議題(1)第 28 回全国大会に関する件，(2)入退会者の承認に関する件，(3)その他 

（1）第 28 回全国大会に関する件について，統一論題「≪明治150年記念≫経営近代化の回顧と展望」が提

案され承認された。(2)入退会者の承認に関する件について2 名（別記）の入会が承認された。（3）その他につ

いて，①太田三郎総務委員長より，会員増強に向けての具体的な検討を進めている旨の報告があり承認され

た。②太田三郎氏が日本経済学会連合の監事に選任されたとの報告があった。鈴木岩行氏より経営関連学会

協議会における当学会活動状況の報告があった。 
 

↔ ─⅔ ™  
 

 経営行動研究学会では新入会員を募っております。当学会は，昭和49年(1974年)に4人の研究者からなる研究

会から始まった「環境と経営の会」を母体として，平成3年(1991年)に発足いたしました。平成29年(2017年)7

月には，創立27年目を迎えます。経営学の専門化や細分化の進展とともに，それに対応した学会も数多く設立され

てきました。一方で，営利・非営利を問わず経営行動それ自体の研究を，経営学だけではなく，多くの関連学術領

域の観点から行なう必要性が広く社会的に認識され，その要請に答えようという学会設立の趣旨はますますその重

要性を増していると考えられます。混迷を深める社会的な動向の中で，経営行動に関する基本的な思想およびその

実践の再構築が求められています。 

 経営行動に関する研究は，一方で理論的な方法で，もう一方で実証的・実際的な方法で進められるべきであると

考えられ，アカデミズムと実務界の研究者の参加と協力が強く望まれています。これまで，学会は広く学界ならび

に実務界の研究者のご賛同とご協力を得て，運営されてきました。平成29年5月現在，法人会員4社，個人・院生

会員398名，海外在住会員12名となっています。現会員には，是非，賛同者のご紹介をお願い致します。学会に新

しく入会を希望される方や学会の組織・運営に関心のある方は，是非，学会事務局にご連絡下さい(Tel.03-3263-2586 

/E-Mail:jarbab@alpha.ocn.ne.jp )。なお，学会ウェブサイトより，入会申込書をダウンロードできますので，ご

利用下さいますようお願い申し上げます 

(http://www.jam1991.org/kakusyumousikomisyo.html) 

組織委員会委員長 樋口 弘夫 
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【2017年度（2017/6/1～2018/5/31）の年会費納入のお願い】 
 

2017年度の年会費が未納の方は下記口座へお振込み下さいますようお願い申し上げます。 

納入方法：郵便振替 ００１４０-４-６０１２１５  口座名：経営行動研究学会 

みずほ銀行 飯田橋支店・普通預金：２５４７１４９・口座名：経営行動研究学会 

 

 
新入会員紹介 
 
 

  

氏    名 所属機関・職名 専   門 〒 住     所 電  話 
 

安齋 眞行 名古屋経済大学大学院博

士後期課程，愛知工業大

学経営学部非常勤講師 

会計学，ベンチ

ャービジネス論 

   

池田 玲子 羽衣国際大学現代社会

学部教授 

経営組織論， 

HRM 

   

王   瑋琪 桜美林大学大学院国際

学研究科博士後期課程 

経営学    

郭    倩 桜美林大学大学院国際

学研究科博士後期課程 

国際経営    

佐藤  浩史 大正大学専任講師 経営組織論， 

組織行動論 

   

下畑 浩二 四国大学経営情報学部

経営情報学科専任講師 

銀行の経営戦略と

規制，企業統治，経

営者の意思決定 

   

朱  燁
よう

丹
たん

 桜美林大学大学院国際

学研究科博士後期課程 

経営学   

高杉 暢也 中央大学（韓国）ビジネ

ススクール客員教授 

日韓友好親善    

高橋   眞 愛知学泉大学現代マネ

ジメント学部教授 

経営行動論    

陳   塵
じん

 東洋大学大学院経営学

研究科博士後期課程 

企業統治    

中山  健 横浜市立大学国際総合

科学部教授 

中小企業の経 

営戦略 

   

NGUYEN 

VINH THANH 

桜美林大学大学院博士

後期課程 

国際経営    

藤﨑   実 立教大学大学院博士後

期課程 

広告論，マーケテ

ィング論 
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⅔╟┘ ה  
2018年1月25日現在 

氏 名 新住所 新所属機関 電話番号 
     
奥山 雅之   明治大学  

柏木 理佳     

遠原 智文  
 

   

馬越 恵美子  

 

   

山口 正彦   愛知県立春日市商業高等学校 

吉沢 壮二朗  

 

   

      
＜会員消息＞  
 
〔訃報〕 

本学会会員の西村和義氏は，平成29年11月6日,肺炎のため逝去されました（享年86歳）。西村氏は京

大経済学部卒業後，現在の三菱マテリアルに勤務，取締役を経て，日韓財団専務理事，中国延安大学客員教

授などを歴任，本学会の日中企業管理シンポジウム，日本・モンゴル国際シンポジウムには毎回参加し，10

月14日開催の研究部会では高杉氏の司会をつとめ，懇親会でも歓談されておられました。日本とアジア諸

国の経済文化交流についての高い見識を持っておられ残念でなりません。会員の皆様とともにご冥福をお祈

りいたします。（菊池 敏夫） 
 
＜訂正とお詫び＞ 
  

「経営行動研究年報」第 26 号，38 頁のユーザー主導のイノベーション普及(法人向けクラウドサービス市

場)の図表において誤植がございましたので，下記に訂正させて頂きます。 

関係者各位には大変ご迷惑をおかけいたし申し訳ございませんでした。心よりお詫び申し上げます。 
 

 図3：ユーザー主導のイノベーション普及 

  (法人向けクラウドサービス市場) 

 

出所：Christensen(1997), Foster (1986)を参考に筆者作成  
 
【 ה ─ ⌐≈™≡】 

会員各位の自宅のご住所・電話番号・所属機関の名称・所在・電話番号・職名等について変更の生じた場

合には，変更前と変更後を並記のうえ，必ず文書(電子メール可)にて事務局宛にご連絡ください。 
  
発行   経 営 行 動 研 究 学 会            〒102-0072  東京都千代田区飯田橋4-4-8  

                        東京中央ビル7Ｆ707号 経 営 行 動 研 究 所 内 
2018年1月25日 発 行  TEL．03-3263-2586   FAX．03-3263-4466 

http://www.jam1991.org／e-mail：jarbab@alpha.ocn.ne.jp 
 印 刷   経営行動研究所   TEL．03-3263-2586   

http://www.jam1991.org/

